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＜連絡事項＞

· 9/24（木）小林　告子（午前：外来、午前：通所）ローテーション研修あり。

· 9/24（木）17：30～18：30で病院2階会議室より「精神科疾患の理解」について看護グループ内研修あり。（講師：佐藤ＡＯＭ）
· ふれあい祭りのアンケートは入力してから一度、大谷地に返信するように。25日（金）まで。
· デイケア利用者様のインフルエンザ予防接種を受けるかの聞き取りを今週中に行うこと。
＜デイケア事例検討＞

北嶋　剛様（48）男性　主病名：統合失調症　合併症：糖尿病　　出席率0％

利用開始日：平成14年5月31日（7年4ヶ月）

治療計画　：①対人関係や病気に対する不安などを傾聴し、ストレスを溜めないように援助する。

　　　　　　②本人または御家族から生活状況について確認し、調子の良い時は来所するように促す。

検討内容　：治療計画の見直し

○現状

· H20年9月より父様が肺炎となってから、ずっと通所を欠席されている。

· H21.6.4父様死亡。

· １人になると父親のことを考えて悲しくなり、泣いてしまし、眠れなくなるとのこと。

· 母親が腰の手術で入院し、家では１人でいるとのこと。

· 母親が入院する前にスパゲティを適正量を分けて袋に入れて冷凍したから今はそれをレンジで温めるだけになっているとのこと。

· 昨日の8：00に青明舎に電話連絡があり「母親を24時間看病しないといけないから、日中は自分が行って、夕方は伯母が行っている。このことをデイケアスタッフに伝えて欲しい」と話されている。

○検討結果

· 治療計画の変更は行わずに現状維持とする。

＜利用者様情報＞

・　田中　一　　様～夜間中途覚醒があり、朝、青明舎スタッフに起こされており、最近寝坊しているとのこと。理由を尋ねると「いっぱい寝ていると血圧が下がるから」と話されている。スタッフより、寝過ぎて血圧は下がる事はないこと説明している。

· 前野　義勝　様～昨日14：00から来所しており、「暇だから来た」と話し、デイケアの活動に参加　

されている。デイケア利用者様のプログラムである事を説明し、暇つぶしの場所として利用する事は出来ない事を説明すると渋々納得されている。15：30、一度青明舎へ行くが活動場所が開いていなかったと話し再度来所。その後ナイトケア利用されている。本人様より「ナイトケアを止めたいけど、止めると相談出来る場所がなくなるから、今のうちに相談出来る人を探して、ナイトケアを止めても通所スタッフに相談しに来る」と話されている為、それは出来ない事伝えている。

＜外来情報＞

· 大下　良悦　様～「通所、青山荘は楽しいです」と話されている。

· 繁名　和恵　様～「便が黒紫だった。我慢すると頭痛がする」と話されている。本日服薬調整し、　

主治医より下剤は飲み過ぎないように伝えている。

· 豊川　明男　様～頭痛があるとのこと。「疲労が溜まっている感じで、眠れない」「最近抜け毛が気　

になる」と話されている。体重は-2ｋｇになっている。

· 本多　富美　様～鼻水が出るとのこと。

· 板橋　利美　様～特に変わりなし。

· 高柳　和子　様～「調子は良かったり悪かったりする。休みは暇を持て余してしる。だからデイケ　

アのスタッフと会話している」と話されている。

· 川口　尚良　様～主治医より作業所の仕事を勧めており、本人様より「人付き合いが苦手だけど、

考えてみます」と話されている。

· 巴　　勇樹　様～体重68.4ｋｇと毎週増加傾向である。

· 東海林　康之様～手の震えがあるとのこと。来週採血予定。

· 番沢　政勝　様～「昨日デイケアでの調理実習で、スタッフに参加するように声掛けしてもらった

けど、みんなの輪の中に入っていけなかった。上久保さんとぷらぷらしていた。調理に携わっていないのに食べるわけにはいかにと思った」と昨日の事を気にしていた為、主治医よりスタッフに声を掛けられたら一緒に参加してみるようにと伝えている。

· 駒木　学　　様～「通所は慣れてきた。最近は巴さんと話すようになった」と話されている。

· 大久保　康弘様～幻聴は変わりないとのこと。「頭がスッキリしている」と話されている。ロナセ

ンが増薬となっている。

· 高橋　洋子　様～血圧は安定しているとのこと。「デイナイトケアは楽しい」と話されている。

＜勉強会＞

生活保護

生活保護とは憲法25条に規定する理念(生存権)に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると共に自立を助長する事をいう。

1 生活保護の基本原理

１，責任による最低生活保障の原理

　生活に困窮する国民の最低生活保障を国がその責任において行う事を規定したもの

２，無差別平等の原理

　　生活困窮者の信条、性別、社会的身分等による優先的又は無差別な取り扱いを行う事を否定すると共に、生活困窮に陥った原因による差別を否定している。

３，健康で文化的な最低生活保障の原理

　　健康で文化的な生活水準を維持する事が出来なければならないというもの

４，保護の補足性の原理

　　国民の側において保護を受けるための前提として守るべき最小限の用件を規定したもの

＊資産の活用

土地家屋・貯金・生命保険・有価証券・貴金属・車などがあれば、売却や解約により生活費にあてる必要がある。ただし、現在住んでいる土地家屋や解約金の少ない生命保険については、維持して持っていても良い場合がある。

＊能力の活用

能力に応じて働くこと(働く能力がある人は働かなくてはならない。しかし病状が悪い、あるいは重い障害があるのに無理して働く必要はない。働く能力を最大限に発揮するという事)

＊扶養の優先

親子・兄弟姉妹など扶養義務者から、生活に支障のない範囲内で、出来る限りの援助をして貰う事。援助してくれる扶養義務者がいる場合はそれを受ける事。経済的な援助をして貰った時は収入として認定される。

＊他の法律による扶養の優先

　　年金や手当てなど他の法律制度で受けられるものは手続きをする必要がある。

2 生活保護の原理

１，申請保護の原理

　　生活保護の受給は申請に基づいて保護を開始する事を原則としている。

<申請可能な者>

· 要保護者

· 扶養義務者

· 扶養義務者以外の同居している親族

	※職権保護

要保護者の発見・町村長などによる要保護者の通報があり、要保護者が切迫した状況にある時には、保護の申請がなくとも必要な保護を行う事。


２，基準及び程度の原則

　　要保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、且つ、これを超えないものでなければならない。

３，必要即応の原則

　　保護は、要保護者の年齢別、性別、健康状態等その個人又は世帯の実際の必要の相違を考慮して、有効且つ適切に行うものとすると定められており、個々の要保護者の実情に即して、保護を実施するべきであるという趣旨で設けられた規定である。

４，世帯単位の原則

　　保護は世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする。ただし、これによりがたい時は、個人を単位として定めることが出来る。

　　「世帯」とは同じ屋根の下に(同じ住宅に)住んで、家計を一つにしている人の集まりの事である。入院している人がいても、いずれ退院して戻ってくる場合は同一世帯となる。

　　例外的に世帯の一部の他の同居家族と分けて保護する場合があり、これを「世帯分離」という。例えば入院が長くなり退院の見込みがなく、医療費が家族の生活を圧迫している場合は、入院患者だけを他の家族と分けて保護する事がある。

手続き

申請時は保護申請書、収入申請書、資産申告書への記入が必要となる。またそれ以外に収入、資産を確認する書類(貯金通帳、年金証書、給料明細等)を求められる。必要に応じて銀行などに調査をするための同意書を求められる場合もある。

生活保護申請後、福祉事務所のケースワーカーが自宅を、入院中であれば病院を訪問する。そこで再度、生活状況・収入・資産状況・身体状況・家族状況などの聞き取り(実態調査)をする。原則として申請の翌日から14日以内に生活保護の決定がされ、申請者に通知される。どんなに遅くとも30日以内に通知されます。

決定に不服のある場合は都道府県知事に、保護の決定や変更の通知を受け取った日の翌日から60日以内に不服申し立てが出来る。

生活保護の種類と基準

　生活保護は居住地ごとに基準額が異なる。物価の違いや生活様式の差に対応して全国の市町村を3級地・6区分に分類している。大都市では高く、郊外地では低くなっている。(八戸市は３級地－１)。また、生活保護は、以下の様に8つの扶助に分かれている。

(1) 生活扶助

Ⅰ類　食費、被服費など個人単位に消費する生活費。年齢別に決まっている。

Ⅱ類　光熱水費など世帯全体としてまとめて消費する生活費。世帯人員別に決まっている。

加算　障害があるために健常者に比べてより多くの費用を要する障害者や、特別な配慮を要する人に加算される。加算対象者の条件は類型化されている。

◎障害者加算(身体障害者手帳１～３級、障害年金１・２級、精神障害者保健福祉手帳１・２級)

◎老齢加算(70歳以上。ただし68歳で、病弱などで起居動作に相当程度の障害のある方も対象になる)

(2) 住宅扶助

家賃、地代、住居の補修など(地域により限度額が決まっている)

(3) 教育扶助

義務教育のための費用(学用品、教材費、給食費など)

(4) 介護扶助

居宅介護、施設介護、福祉用具など介護サービスを受けるための費用

(5) 医療扶助

治療のための費用(健康保険内の診療、薬剤、食事療育費、通院交通費など)

(6) 出産扶助

出産、分娩のための費用

(7) 生業扶助

就労、技能や技術を身につけるための費用

(8) 葬祭扶助

葬式、火葬のための費用

＊最低生活費とは、(１)～(８)の扶助を合計した金額である。(６)、(７)、(８)は臨時的に適用されるので基本的には生活扶助・教育扶助・医療扶助・介護扶助の合計が最低生活費になる。










